
計画概要と主な協働施策について

令和３年3月に開催した第１４回全体会議等での意見に
基づき，令和３年3月に，京都市建築物安心安全実施計画
（第２期計画）を策定しました。

今回は，その計画概要を改めて説明するとともに，令和
３年度に，関係団体等と協働で取り組む施策（以下「協働
施策」といいます。）について，主な取組予定を報告します。
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令和３年４月に策定
（「配布資料の参考１」参照）
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令和３年度の主な協働施策について
柱１ 質の高い新築建築物の供給促進
中⻑期に⽬指す将来像

新築される建築物が，安心安全で，一層良質なものと
なっている。

施策の方向性
⑴建築物の良質化に向けた社会全体での意識の醸成
⑵建築物の品質・性能の「見える化」と活用の仕組み

づくり
⑶地域と調和した建築計画の誘導

令和３年度の主な協働施策
・将来の担い手育成のための学習・教育に係る取組の

検討
⇒防災に係る啓発について，関係団体及び京都市の

コンテンツを，地域の自主防災組織の研修に活用
するための調整を進める。
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柱２ 既存建築物の安全性確保と活用促進
中⻑期に⽬指す将来像

既存の建築物が，適切に維持管理されることによって，安心
安全なものとなっている。

施策の方向性
⑴違反・危険建築物の未然防止及び指導強化
⑵あらゆる建築物の維持管理の徹底及び円滑な活用に資する取組

の推進
⑶建築物の品質・性能の「見える化」と活用の仕組みづくり

令和３年度の主な協働施策
・建築物の不具合等に関する困りごとを専門家に相談しやすい環
境づくりについて検討
⇒既存建築物の改修等を行う事業者の情報について，インター
ネット上で検索できる支援システムをウェブサイト「京すまいの
情報広場」に構築することで，市⺠と事業者がマッチングしやす
い環境をつくる。
・建築物の安全性能を適切に評価しインセンティブを創出する仕
組みについて検討
⇒建物状況調査による既存住宅の安心・安全の確保について検討

令和３年度の主な協働施策について
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令和３年度の主な協働施策について
柱３ 歴史的なまちなみの保全と防災性の向上
中⻑期に⽬指す将来像

歴史的な建築物や路地が，いきいきと活用されながら安
全な状態で後世に引き継がれている。

施策の方向性
⑴柔軟かつきめ細やかな対応ができる保全型の制度運用の

構築
⑵技術開発や減災文化等の継承の推進
⑶歴史的建築物の活用や路地の再生の地域社会での定着
⑷公⺠連携での事業モデルの実現

令和３年度の主な協働施策
・構想から維持管理までを実現できる事業モデルを

構築
⇒まち再生創造推進室と連携し，路地再生の促進に

おいて，連担設計制度及び接道許可制度を活用する，
事業モデルの検討を行う。 7



令和３年度の主な協働施策について
柱４ 円滑な確認関係手続の推進
中⻑期に⽬指す将来像

建築関係手続が，適確かつ円滑に行われ，市⺠・事業
者・行政の対話が重視されることでより良い計画に誘導
するものとなっている。

施策の方向性
⑴ＩＣＴの活用等による建築関係手続の合理化等
⑵確認検査の実効性の確保
⑶公⺠協働による⼈材育成，情報共有の取組の充実

令和３年度の主な協働施策
・指定確認検査機関との協働による公⺠相互のノウハウ

共有（「建築法令実務ハンドブック」の協働改訂等）
⇒「京都市建築法令実務ハンドブック」の改訂に向け，

指定確認検査機関と改訂内容について意見交換する。
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令和３年度の主な協働施策について
柱５ 事故・災害時に迅速に対応できる環境の整備
中⻑期に⽬指す将来像

事故・災害発生時は，迅速かつ適確な緊急対応を行いながら，
復旧・復興に資する通常業務も進めることができている。

施策の方向性
⑴事故発生時における連携体制の継続等
⑵地震発生時における被災建築物応急危険度判定業務のＩＣＴ化

等
⑶災害発生後における公⺠連携体制の構築

令和３年度の主な協働施策
・被災建築物の復旧支援に関する公⺠連携体制の構築に向けた

検討
⇒ 「災害発生時における応急対策活動に関する協定」に基づき，

京都府建築工業協同組合と実効性の確保に向け，連絡方法の
確認や訓練の検討を行う。
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